
 

市
の
代
わ
り
に
、
公
共
用
地
や
企
業
立
地
用
地
を
買
い
集
め
た

土
地
開
発
公
社
、
振
興
公
社
が
破
綻
の
淵
に
立
た
さ
れ
て
い
ま

す
。
釧
路
市
は
一
三
一
億
円
の
「
第
三
セ
ク
タ
ー
改
革
推
進
債
」

と
い
う
新
た
な
借
金
を
し
て
、
両
公
社
を
解
散
、
全
て
の
土
地
を

買
い
取
る
こ
と
に
し
ま
し
た
。
こ
の
借
金
を
16
年
間
か
か
っ
て
返

済
す
る
た
め
、
市
は
新
し
い
「
財
政
健
全
化
計
画
」
を
策
定
し
ま

す
。

　
財
政
健
全
化
計
画
に
は
、
使
用
料
の
15
％
値
上
げ
、
公
共
施
設

の
売
却
な
ど
と
並
ん
で
、
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
大
幅
カ
ッ
ト
が
盛
り

込
ま
れ
よ
う
と
し
て
い
ま
す
。
今
後
の
市
民
生
活
を
考
え
る
と
、

市
政
の
一
番
の
問
題
に
な
っ
て
き
ま
す
。

ぬくもり助成金　　　廃止
保育料　　　　　　　二人預けたら第２子のみ徴収するから、
　　　　　　　　　　第２子の半額徴収へ
市民団体協働補助金　総額を削減する
住宅用太陽光発電　　補助金の総額の削減
身体障害者センター　指定管理者の導入
療育センター　　　　通園バスの削減
氷まつり　　　　　　冬のイベントの経費も含めた見直し
公園のトイレ　　　　非水洗トイレの一部廃止、水洗トイレ
　　　　　　　　　　の冬場の閉鎖
住宅の耐震改修　　　対象件数の削減
音別福祉バス　　　　運行回数の見直し
下水道料金　　　　　生保家庭への減免の廃止
湿原マラソン　　　　参加料、補助金の見直し
奨学金　　　　　　　貸付枠の見直し
北斗遺跡　　　　　　開設期間の短縮
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

　
公
社
の
失
敗
の
責
任
は
ど
こ
に
あ
る
の

か
と
問
わ
れ
、
市
長
は
「
三
セ
ク
の
処
理

を
行
う
に
当
た
り
ま
し
て
は
、
私
は
、
で

き
る
だ
け
説
明
責
任
と
い
う
か
、
そ
う
い

っ
た
も
の
を
し
っ
か
り
と
市
民
に
果
た
し

て
い
く
こ
と
が
必
要
だ
と
考
え
て
い
る
わ

け
で
ご
ざ
い
ま
す
。
何
が
悪
い
と
か
、
だ

れ
が
ど
う
だ
っ
た
と
い
う
話
じ
ゃ
な
い
」

と
答
え
ま
し
た
。
つ
ま
り
説
明
さ
え
す
れ

ば
市
や
歴
代
市
長
を
免
罪
す
る
と
い
う
こ

と
に
他
な
り
ま
せ
ん
。

　
公
社
の
塩
漬
け
土

地
の
問
題
を
か
か
え

て
る
自
治
体
は
ご
く

一
部
で
す
。
当
時
の

市
長
の
判
断
が
、
結

局
、
多
額
の
市
民
負

担
の
原
因
と
な
っ
た

の
は
間
違
い
な
い
こ

と
で
す
。

　
財
政
健
全
化
計
画
は
、
三
セ
ク
債
の
返

済
で
146
億
円
、
そ
れ
以
外
の
収
支
不
足
で

118
億
円
を
、
16
年
間
の
行
財
政
改
革
で
捻

出
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
す
。
財
源
を
ど

う
す
る
か
、
こ
こ
が
一
番
の
問
題
で
す

が
、
両
公
社
か
ら
買
い
取
っ
た
土
地
の
売

却
益
は
計
画
の
数
字
に
は
見
込
ん
で
い
ま

せ
ん
。

「
売
却
益
を
計
画
の
収
支
に
位
置
づ
け
、

そ
の
分
は
削
減
予
定
の
市
民
施
策
に
使

え
」
と
質
問
し
ま
し
た
。
市
は
、
「
国
に

指
示
の
よ
う
に
売
却
益
は
、
借
金
の
繰
上

返
済
に
使
う
」
の
一
点
張
り
。
計
画
通
り

に
進
め
ば
、
繰
上
返
済
を
す
る
必
要
性
は

な
く
、
利
息
分
は
国
が
特
別
交
付
税
で
み

る
考
え
も
示
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
財
政
再
建
は
大
事
で
す
が
、
市
民
生
活

を
省
み
な
い
立
場
で
は
、
地
方
自
治
体
と

し
て
は
大
問
題
で
す
。
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日
本
共
産
党
議
員
団
が
提
案
し
た

「
Ｂ
型
肝
炎
問
題
の
早
期
解
決
」
を
求

め
る
意
見
書
が
、
９
月
21
日
の
本
会
議

で
、
全
会
一
致
で
可
決
さ
れ
ま
し
た
。

　
最
高
裁
は
、
Ｂ
型
肝
炎
が
集
団
予
防

接
種
に
原
因
が
あ
る
と
認
め
、
札
幌
地

裁
は
、
国
が
Ｂ
型
肝
炎
患
者
と
和
解
す

る
こ
と
を
勧
告
し
ま
し
た
。
こ
の
意
見

書
は
、
国
に
対
し
て
早
期
、
全
面
解
決

の
た
め
、
誠
実
に
和
解
協
議
に
応
じ
る

こ
と
を
求
め
る
も
の
で
す
。

　
す
べ
て
の
患
者
救
済
に
つ
な
が
る
こ

と
が
強
く
期
待
さ
れ
ま
す
。

　地域職業訓練センターについて質問、市長は、
「国としてしっかり存続させるべきものと考えて
おり、例外なく一切廃止という考えには異議をも
っている。職業訓練の受益を受けているのは釧路
市だけではない。その意義を踏まえたうえで、道
とは協議していきたい。国は地方に応分の負担と
言っているが、国こそ応分の負担をすべきであ
り、それを求めて交渉したい」と答弁しました。


